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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．従業員数は就業人員で記載しており、使用人兼務役員及び受入出向社員を含めております。 

４．当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資損益」については記載しておりませ

ん。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 2,372,886 2,660,848 2,929,539 4,882,052 5,394,081 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△16,730 201,612 231,001 68,337 422,324 

中間(当期)純利益又は純損失

(△)（千円） 
△19,962 △97,447 129,540 49,986 116,478 

持分法を適用した場合の投資

損益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 767,955 767,955 767,955 767,955 767,955 

発行済株式総数（株） 8,500,000 8,500,000 8,500,000 8,500,000 8,500,000 

純資産額（千円） 2,891,626 2,814,701 3,028,815 2,950,132 3,001,650 

総資産額（千円） 9,097,814 9,184,896 9,901,084 9,037,060 9,478,160 

１株当たり純資産額（円） 340.19 331.14 356.36 345.31 350.78 

１株当たり中間(当期)純利益

金額又は純損失金額(△)

（円） 

△2.35 △11.46 15.24 4.12 11.35 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 7 7 

自己資本比率（％） 31.8 30.7 30.6 32.6 31.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
1,224,012 742,353 1,320,995 2,248,837 2,210,240 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△748,577 △602,286 △1,175,010 △1,587,238 △1,337,467 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△543,063 △190,491 △176,332 △709,508 △836,301 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
220,111 189,406 245,954 239,830 276,301 

従業員数（人） 83 81 77 80 80 
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５．当社は、潜在株式が存在しないため「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」については記載

しておりません。 
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員で記載しており、使用人兼務役員４名および受入出向社員40名が含まれております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については現在円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 77 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、原油価格の高騰や金利上昇などの懸念材料があったものの、企業収益の

改善、民間設備投資や個人消費も増加するなど、回復基調で推移いたしました。 

 しかしながら、物流業界においては物流構造の変化や競合激化など、依然として厳しい状況が改善されないまま

続いております。 

 このような厳しい経営環境のなかで、積極的な提案営業による新規のお客さまの獲得や既存のお客さまの業容拡

大に取組んだ結果、パレットレンタルの売上高が順調に推移し「第２次躍進経営３カ年計画」の初年度にあたる平

成18年度上半期の売上高は、当初の目標を達成することが出来ました。 

 当中間会計期間の売上高は石化樹脂を中心とした「一貫パレチゼーション」のレンタル収入の増加に加え、機器

レンタルや各種扱いの売上高も伸張し、対前年２億68百万円（対前年中間比10.1％増）増加の29億29百万円となり

目標数値（27億70百万円）の達成に貢献する結果となりました。 

 費用面につきましては、収入拡大と品質維持に対応するため増備したパレット等の減価償却費の負担増や、回

収・回送のための運送費や品質維持のための修理費などの営業三費が増加し、販売費及び一般管理費を含めた営業

費用は26億61百万円（対前年中間比9.8％増）となりました。 

 この結果、当中間会計期間の経常利益は２億31百万円（前中間会計期間は２億１百万円の経常利益）となり、中

間純利益１億29百万円（前中間会計期間は97百万円の中間純損失）となりました。 

 当中間会計期間の主たる設備投資としましては、11型・14型木製及びプラスチックパレットを需要に応じ購入す

ると共に、品質維持のための代替投資を行いました。パレットへの投資総額は13億98百万円であり、これらに要し

た資金は自己資金、借入金およびファイナンス・リースにより賄いました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は需要拡大と品質維持のためパレット等

の貸与資産の投入を行いましたが、営業活動によるキャッシュ・フローの増加のほか、投資活動によるキャッシ

ュ・フローが減少し、当中間会計期間末残高は２億45百万円（対前年中間期比56百万円増）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は13億20百万円（前年中間期比５億78百万円増）となりました。これは主に、税引

前中間純利益の増加及び仕入債務の増加等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は11億75百万円（前年中間期比５億72百万円増）となりました。これは主に、木製

パレットをはじめとする貸与資産の増備及び取替え等に要した支出11億76百万円（前年中間期比５億74百万円増）

等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、１億76百万円（前年中間期比14百万円減）となりました。これは主に、ファイ

ナンス・リース返済による支払が増加したこと等によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産及び受注の状況 

 当社は、パレットレンタル業を営んでいるため、生産及び受注については該当ありません。 

(2）賃貸商品の貸与能力 

 当中間会計期間末における当社の営業の主力を占める賃貸用資産の保有高（取得価額）は次のとおりでありま

す。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）賃貸用資産の購入実績 

 当中間会計期間における賃貸用資産の購入実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

種類 金額（千円） 前年同期比（％） 

パレット 11,970,852 114.3 

その他物流機器 1,026,604 109.3 

合計 12,997,456 113.9 

種類 金額（千円） 前年同期比（％） 

パレット 1,398,302 110.7 

その他物流機器 53,450 － 

合計 1,451,752 114.9 
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(4）販売実績 

 当中間会計期間における形態別の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．「リース」は輸送業者向けの自動車のリースであります。 

２．「その他」は利用運送事業に伴う収入であります。 

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

種類別 金額（千円） 前年同期比（％） 

賃貸 レンタル パレット 2,426,116 113.3 

    その他物流機器 304,232 115.7 

    計 2,730,348 113.6 

  リース   6,702 136.7 

  計 2,737,051 113.6 

販売 割賦   23,882 47.9 

  商品   73,090 66.5 

  再製品   19,577 54.1 

  計 116,549 59.5 

  その他   75,939 136.2 

  合計 2,929,539 110.1 

相手先別 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三井化学物流㈱ 430,656 16.2 448,632 15.3 

住友化学工業㈱ 327,622 12.3 441,243 15.1 

日本通運㈱ 435,302 16.4 362,910 12.4 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備計画の変更 

 前事業年度末に計画していた設備計画は、パレットの需要の伸びが当初の予想を上回る見通しとなったため、次

のように変更いたしました。 

 （注）１．当初の計画に比べ、投資予定額が448,000千円増加しております。 

２．当中間会計期間において、351千枚（1,398,302千円）取得しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地 事業の種類 設備の内容 

投資予定金額 
資金の調
達方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

全社 全国  
パレット等の

賃貸 

貸与資産パレ

ット等の新規

調達 

2,138,000 1,398,302 

自己資金

及びリー

ス 

平成18年 

４月 

平成19年 

３月 

パレット

調達枚数 

551千枚 

計 － － － 2,138,000 1,398,302 － － － － 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月12日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,500,000 8,500,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 8,500,000 8,500,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 8,500,000 － 767,955 － 486,455 
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(4）【大株主の状況】 

  

  

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本通運株式会社 東京都港区東新橋１－９－３ 900 10.59 

ウベパレットレンタルリーシ

ング株式会社 
山口県宇部市善和字川東541－12 526 6.18 

日本貨物鉄道株式会社 東京都千代田区飯田橋３－13－１ 440 5.18 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 420 4.94 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 400 4.71 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行㈱） 

東京都千代田区内幸町１－１－５ 

（東京都中央区晴海１－８－12 

晴海アイランド トリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟） 

400 4.71 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 400 4.71 

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 250 2.94 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比須１－28－１ 240 2.82 

日本パレットプール従業員持

株会 
大阪市北区芝田２－８－11 217 2.55 

計 － 4,193 49.33 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,499,000 8,499 － 

単元未満株式 1,000 － － 

発行済株式総数 8,500,000 － － 

総株主の議決権 － 8,499 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 340 326 314 307 336 330 

最低（円） 320 290 247 285 305 295 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

2006/12/01 14:59:26日本パレットプール株式会社/半期報告書/2006-09-30



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 323,115     374,658     405,012    

２．受取手形 ※４ 58,390     53,079     48,413    

３．レンタル未収金   604,947     693,893     611,589    

４．売掛金   261,660     219,858     236,602    

５．有価証券   12,079     12,083     12,081    

６．貯蔵品   2,313     1,458     1,923    

７．繰延税金資産   25,828     28,319     21,739    

８．その他   106,368     91,053     91,970    

貸倒引当金   △1,356     △844     △1,328    

流動資産合計     1,393,348 15.2   1,473,559 14.9   1,428,002 15.1 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１）貸与資産                    

１．賃貸用器具   6,362,805     7,030,297     6,614,719    

２．賃貸用車両   20,964     41,343     16,896    

貸与資産合計     6,383,770 69.5   7,071,640 71.4   6,631,615 69.9

２）社用資産 ※２                  

１．建物   226,713     219,910     226,823    

２．土地   644,982     644,982     644,982    

３．その他   125,390     105,564     113,599    

社用資産合計     997,086 10.8   970,457 9.8   985,405 10.4

有形固定資産合
計     7,380,856 80.3   8,042,097 81.2   7,617,020 80.3 

(2）無形固定資産     18,501 0.2   13,849 0.1   15,777 0.2 

(3）投資その他の資
産 

                   

１．投資有価証券   319,332     268,448     310,789    

２．繰延税金資産   －     46,215     43,391    

３．差入保証金   70,251     55,692     61,824    

４．その他   3,727     2,490     2,491    

貸倒引当金   △1,449     △1,269     △1,136    

投資その他の資
産合計     391,862 4.3   371,577 3.8   417,359 4.4 

固定資産合計     7,791,221 84.8   8,427,525 85.1   8,050,157 84.9 

Ⅲ 繰延資産     325 0.0   － －   － － 

資産合計     9,184,896 100.0   9,901,084 100.0   9,478,160 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   426,347     898,857     712,927    

２．短期借入金   1,100,000     1,175,000     1,010,000    

３．１年内返済予定
の長期借入金   768,000     997,320     828,000    

４．リース未払金   982,144     808,119     935,131    

５．未払法人税等   13,607     105,373     71,637    

６．賞与引当金   14,178     37,138     36,411    

７．役員賞与引当金   －     11,000     －    

８．その他 ※３ 115,623     69,444     87,270    

流動負債合計     3,419,901 37.2   4,102,252 41.4   3,681,378 38.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   100,000     100,000     100,000    

２．長期借入金   1,787,000     1,708,310     1,626,000    

３．長期リース未払
金 

  1,002,756     898,075     1,011,376    

４．退職給付引当金   17,447     17,764     19,273    

５．役員退職給与引
当金   32,656     45,865     38,481    

６．その他   10,432     －     －    

固定負債合計     2,950,293 32.1   2,770,015 28.0   2,795,131 29.5 

負債合計     6,370,194 69.3   6,872,268 69.4   6,476,509 68.3 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     767,955 8.4   － －   767,955 8.1 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   486,455     －     486,455    

資本剰余金合計     486,455 5.3   － －   486,455 5.2 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   96,342     －     96,342    

２．任意積立金   1,499,500     －     1,499,500    

３．中間（当期）未
処分利益又は未
処理損失（△） 

  △76,461     －     137,465    

利益剰余金合計     1,519,381 16.5   － －   1,733,307 18.3 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金     40,909 0.5   － －   13,932 0.1 

資本合計     2,814,701 30.7   － －   3,001,650 31.7 

負債・資本合計     9,184,896 100.0   － －   9,478,160 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   767,955 7.7   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     486,455     －     

資本剰余金合計     － －   486,455 4.9   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     96,342     －     

(2）その他利益剰余
金 

                    

別途積立金   －     1,499,500     －     

繰越利益剰余金   －     187,506     －     

利益剰余金合計     － －   1,783,348 18.0   － － 

４．自己株式     － －   △251 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   3,037,506 30.6   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   △8,690 △0.0   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   △8,690 △0.0   － － 

純資産合計     － －   3,028,815 30.6   － － 

負債純資産合計     － －   9,901,084 100.0   － － 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,660,848 100.0   2,929,539 100.0   5,394,081 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   2,037,656 76.6   2,245,620 76.6   4,134,007 76.6 

売上総利益     623,192 23.4   683,919 23.4   1,260,074 23.4 

繰延割賦売上利益
戻入額又は控除額
（△） 

    △628 △0.0   4,085 0.1   1,903 0.0 

差引売上総利益     622,563 23.4   688,004 23.5   1,261,977 23.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   386,019 14.5   415,426 14.2   791,066 14.7 

営業利益     236,544 8.9   272,578 9.3   470,911 8.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２   44,677 1.7   31,480 1.1   88,489 1.6 

Ⅴ 営業外費用 ※３   79,608 3.0   73,057 2.5   137,076 2.5 

経常利益     201,612 7.6   231,001 7.9   422,324 7.8 

Ⅵ 特別利益 ※４   － －   4,819 0.1   59,340 1.1 

Ⅶ 特別損失 ※５   257,971 9.7   － －   257,971 4.8 

税引前中間(当期)
純利益又は純損失
（△） 

    △56,358 △2.1   235,820 8.0   223,692 4.1 

法人税、住民税及
び事業税   9,326     100,283     100,999    

法人税等調整額   31,762 41,089 1.6 5,995 106,279 3.6 6,214 107,214 1.9 

中間（当期）純利
益又は純損失 
（△） 

    △97,447 △3.7   129,540 4.4   116,478 2.2 

前期繰越利益     20,986     －     20,986  

中間(当期)未処分
利益又は未処理損
失（△） 

    △76,461     －     137,465  
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③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 767,955 486,455 486,455 96,342 1,499,500 137,465 1,733,307 － 2,987,717 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当（千円）（注）           △59,500 △59,500   △59,500 

役員賞与金（千円）（注）           △20,000 △20,000   △20,000 

中間純利益（千円）           129,540 129,540   129,540 

自己株式の取得（千円）               △251 △251 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － 50,040 50,040 △251 49,789 

平成18年９月30日残高（千円） 767,955 486,455 486,455 96,342 1,499,500 187,506 1,783,348 △251 3,037,506 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差
額金 

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高（千円） 13,932 13,932 3,001,650 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（千円）（注）     △59,500 

役員賞与金（千円）（注）     △20,000 

中間純利益（千円）     129,540 

自己株式の取得（千円）     △251 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

△22,623 △22,623 △22,623 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△22,623 △22,623 27,165 

平成18年９月30日残高（千円） △8,690 △8,690 3,028,815 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間（当期）
純利益又は純損失
（△） 

  △56,358 235,820 223,692 

減価償却費   869,378 965,569 1,808,865 

減損損失   257,971 － 257,971 

賞与引当金の増減額   △4,658 726 17,574 

役員賞与引当金の増
加額 

  － 11,000 － 

退職給付引当金及び
役員退職給与引当金
の増減額 

  △104,500 5,875 △102,674 

貸倒引当金の減少額   △4,657 △351 △4,998 

受取利息及び受取配
当金 

  △2,213 △2,226 △4,783 

支払利息   66,739 66,601 136,424 

投資有価証券売却益   － △4,398 △59,340 

固定資産売却益   － △421 － 

売上債権の増加額   △47,174 △70,187 △26,359 

たな卸資産の減少額   148 465 538 

仕入債務の増減額   △205,025 185,930 81,554 

その他資産の減少額   10,645 8,328 32,861 

その他負債の増加額   80,701 525 43,653 

役員賞与の支払額   △15,000 △20,000 △15,000 

その他   28,195 74,516 64,204 

小計   874,190 1,457,775 2,454,185 

利息及び配当金の受
取額 

  2,203 2,217 4,782 

利息の支払額   △66,072 △67,901 △134,951 

法人税等の支払額   △67,968 △71,095 △113,774 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  742,353 1,320,995 2,210,240 
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前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の預入によ
る支出 

  △45,000 △45,000 △138,792 

定期預金の払戻によ
る収入 

  45,000 45,000 143,789 

有価証券の取得によ
る支出 

  △1,999 △1,995 △1,999 

有価証券の売却等に
よる収入 

  4,000 2,000 4,000 

投資有価証券の取得
による支出 

  △383 △50,097 △168,996 

投資有価証券の売却
等による収入 

  － 52,358 191,157 

有形固定資産の取得
による支出 

  △601,923 △1,176,698 △1,364,217 

その他   △1,980 △577 △2,410 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △602,286 △1,175,010 △1,337,467 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入による収入   1,010,000 880,000 1,520,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △860,000 △715,000 △1,460,000 

長期借入による収入   550,000 700,000 850,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △357,700 △448,370 △758,700 

ファイナンス・リー
ス債務の返済による
支出 

  △473,291 △533,210 △928,101 

配当金の支払額   △59,500 △59,500 △59,500 

その他   － △251 － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △190,491 △176,332 △836,301 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 
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前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △50,424 △30,347 36,471 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  239,830 276,301 239,830 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 189,406 245,954 276,301 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）   ────── 

  

(2）デリバティブ 

 時価法 

(2）   ────── 

  

  (3）たな卸資産 

貯蔵品 

 総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

貸与資産 

 賃貸用器具については、過

去の実績に基づく見積耐用年

数（主に５年）による定額法 

 なお、器具の償却対象額

は、購入年度別に先入先出法

により集計しております。 

 賃貸用車両については、契

約リース期間（主に３年）に

基づく定額法 

(1）有形固定資産 

貸与資産 

同左 

(1）有形固定資産 

貸与資産 

同左 

  社用資産 

 建物については、定額法 

 その他については、定率法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

 建物   ８～38年 

 構築物  ７～45年 

社用資産 

同左 

社用資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額

法 

 その他については、定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 期末の債権に対する貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるた

め、支給対象期間基準による繰

入限度額を基礎に将来の支給見

込を加味した額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

  (3）   ────── 

  

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(3）   ────── 

  

    

  

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ11,000千円減少しており

ます。 

  

  

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しており

ます。 

  (5）役員退職給与引当金 

 役員に対する退職金の支給に

備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職給与引当金 

同左 

(5）役員退職給与引当金 

 役員に対する退職金の支給に

備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ────── (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

────── 

    (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約ごとに行っており

ます。 

  

    (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの想定元本、利

息の受払条件（利子率、利息の

受払日等）及び契約期間がほぼ

ヘッジ対象と同一であり、金利

スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性評価を

省略しております。 

  

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない短期投資からなっておりま

す。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理について

は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより、売上総利益、営業利

益及び経常利益はそれぞれ87,965千

円増加し、税引前中間純損失は、

170,005千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより、従来の方法によった

場合と比較して、売上総利益、営業

利益及び経常利益はそれぞれ128,352

千円増加し、税引前当期純利益は、

129,619千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、3,028,815千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         5,715,785千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

6,597,990千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

6,268,700千円 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

（財団抵当・抵当権） （財団抵当・抵当権） （財団抵当・抵当権） 

建物 78,505千円

土地 304,781 

社用資産・その他 8,994 

計 392,281 

建物 74,617千円

土地 304,781 

社用資産・その他 8,340 

計 387,738 

建物 76,561千円

土地 304,781 

社用資産・その他 8,755 

計 390,097 

うち財団抵当 うち財団抵当 うち財団抵当 

建物 31,849千円

土地 108,382 

社用資産・その他 8,994 

計 149,226 

建物 30,086千円

土地 108,382 

社用資産・その他 8,340 

計 146,809 

建物 30,967千円

土地 108,382 

社用資産・その他 8,755 

計 148,105 

同上の対応債務 同上の対応債務 同上の対応債務 

社債 100,000千円

長期借入金 100,000 

社債 100,000千円

長期借入金 100,000 

社債 100,000千円

長期借入金 100,000 

（質権） （質権） （質権） 

現金及び預金 10,789千円

(定期預金)  

現金及び預金 10,792千円

(定期預金)  

現金及び預金 10,792千円

(定期預金)  

土地賃貸借契約に伴う原状回復費用

の担保に供しております。 

土地賃貸借契約に伴う原状回復費用

の担保に供しております。 

土地賃貸借契約に伴う原状回復費用

の担保に供しております。 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．     ───── 

※４．     ───── ※４．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間会計期間末日残高に含まれて

おります。 

※４．     ───── 

  受取手形 2,852千円   
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

有形固定資産 865,990千円

うち貸与資産 850,699 

無形固定資産 3,133 

有形固定資産 962,164千円

うち貸与資産 943,870 

無形固定資産 3,271 

有形固定資産 1,802,068千円

うち貸与資産 1,765,502 

無形固定資産 6,287 

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 

受取利息 24千円

受取配当金 2,189 

紛失補償金 38,990 

受取利息 24千円

受取配当金 2,201 

紛失補償金 27,604 

受取利息 45千円

受取配当金 4,738 

紛失補償金 78,504 

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 

支払利息 66,739千円 支払利息 66,601千円 支払利息 136,424千円

※４．    ───── ※４．特別利益の主要項目 ※４．特別利益の主要項目 

  投資有価証券売却益 4,398千円 投資有価証券売却益 59,340千円

※５．特別損失の主要項目 ※５．    ───── ※５．特別損失の主要項目 

減損損失 257,971千円   減損損失 257,971千円

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産について減損損失を計上しまし

た。 

   当事業年度において、当社は以下の資

産について、減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

全事業所 遊休資産 賃貸用器具 

  場所 用途 種類 

全事業所 遊休資産 賃貸用器具 

 当社は、継続的に収支の把握を行って

いる管理会計上の区分により資産のグル

ーピングを行っております。 

 なお、上記は遊休状態にあるレンタル

用パレットであり、将来の投資回収が困

難と見込まれるため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（257,971千円）として特別損失に計

上しております。 

 当賃貸用器具の回収可能価額は正味売

却価額によっており、売却見込額で算定

しております。 

   当社は、継続的に収支の把握を行って

いる管理会計上の区分により資産のグル

ーピングを行っております。 

 なお、上記は遊休状態にあるレンタル

用パレットであり、将来の投資回収が困

難と見込まれるため、帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（257,971千円）として特別損失に計上

しております。 

 当賃貸用器具の回収可能価額は正味売

却価額によっており、売却見込額で算定

しております。 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株数の増加800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 8,500,000 － － 8,500,000 

合計 8,500,000 － － 8,500,000 

自己株式        

普通株式（注） － 800 － 800 

合計 － 800 － 800 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 59,500 7 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 323,115千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△143,789 

マネー・マネージメン

ト・ファンド 
10,080 

計 189,406 

現金及び預金勘定 374,658千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△138,792 

マネー・マネージメン

ト・ファンド 
10,088 

計 245,954 

現金及び預金勘定 405,012千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
△138,792 

マネー・マネージメン

ト・ファンド 
10,082 

計 276,301 

（注）マネー・マネージメント・ファンド

は、流動資産の「有価証券」に含めて

表示しております。 

（注）マネー・マネージメント・ファンド

は、流動資産の「有価証券」に含めて

表示しております。 

（注）マネー・マネージメント・ファンド

は、流動資産の「有価証券」に含めて

表示しております。 

2006/12/01 14:59:26日本パレットプール株式会社/半期報告書/2006-09-30



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

貸手側 貸手側 貸手側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 

 
賃貸用車両 
（千円） 

合計 
（千円） 

取得価額 44,850 44,850 

減価償却累
計額 

23,885 23,885 

中間期末残
高 

20,964 20,964 

 
賃貸用車両 
（千円） 

合計 
（千円） 

取得価額 74,850 74,850 

減価償却累
計額 

33,506 33,506 

中間期末残
高 

41,343 41,343 

 
賃貸用車両 
（千円） 

合計 
（千円） 

取得価額 44,850 44,850 

減価償却累
計額 

27,953 27,953 

期末残高 16,896 16,896 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,651千円

１年超 11,839 

合計 20,491 

１年内 12,674千円

１年超 27,799 

合計 40,474 

１年内 7,277千円

１年超 8,963 

合計 16,240 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

受取リース料 4,902千円

減価償却費 4,068 

受取利息相当額 797 

受取リース料 6,702千円

減価償却費 5,552 

受取利息相当額 936 

受取リース料 9,805千円

減価償却費 8,136 

受取利息相当額 1,449 

(4）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

(4）利息相当額の算定方法 

同左 

(4）利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 162,788 219,680 56,892 

債券      

その他 22,672 29,323 6,651 

その他 65,115 70,328 5,212 

合計 250,576 319,332 68,756 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 10,080 

その他 1,999 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 239,859 225,253 △14,606 

債券      

その他 49,650 43,195 △6,455 

その他 － － － 

合計 289,509 268,448 △21,061 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 10,088 

その他 1,995 
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（前事業年度末）（平成18年３月31日現在） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．(1）デリバティブが組み込まれた債券であります。 

(2）時価の算定方法 

 債券と組込デリバティブを合理的に区分した時価の測定ができないため、当該複合金融商品全体を時

価評価しております。 

 時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

(3）契約額等については、デリバティブが組み込まれた債券の取得価額を記載しております。 

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 特に記載すべき重要な事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 239,412 257,751 18,338 

債券      

その他 － － － 

その他 47,959 53,037 5,077 

合計 287,372 310,789 23,416 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 10,082 

その他 1,999 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (千円) 時価 (千円) 評価損益 (千円) 摘要 

債券 期限前償還条項付為替リンク債 49,650 43,195 △6,455 注１ 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 331円14銭 356円36銭 350円78銭 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は純損失金

額（△） 

△11円46銭 15円24銭 11円35銭 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、１株当たり中間

純損失を計上しており、ま

た、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（千円） 
△97,447 129,540 116,478 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (20,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は純損失（△）（千円） 
△97,447 129,540 96,478 

期中平均株式数（千株） 8,500 8,499 8,500 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第34期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日近畿財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書

      平成17年12月６日

日本パレットプール株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員   公認会計士 西  育良  印 

 
指定社員
業務執行社員   公認会計士 中田  明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日本パレットプール株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本パレットプール株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書

      平成18年12月８日

日本パレットプール株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員   公認会計士 西  育良  印 

 
指定社員
業務執行社員   公認会計士 中田  明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

日本パレットプール株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本パレットプール株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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